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令和２年度奥州市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

 （総則） 

第１条 令和２年度奥州市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条  令和２年度奥州市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条第４号中

「216,443千円」を「215,697千円」に改める。 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

   （科  目）     （既決予定額）    （補正予定額）   （計） 

   収  入 

 第１款 水道事業収益    3,453,508千円      4,936千円  3,458,444千円 

第２項 営業外収益      975,183千円      4,629千円   979,812千円 

第３項 特別利益       1,090千円      307千円    1,397千円 

    支  出 

第１款 水道事業費用    3,320,848千円    △11,210千円  3,309,638千円 

第１項 営業費用     3,000,420千円      △1,555千円  2,998,865千円 

第２項 営業外費用      297,358千円      △9,963千円   287,395千円 

第３項 特別損失       20,870千円       308千円    21,178千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「1,247,704千円」を「1,246,935千円」に、「610,102千

円」を「 699,780千円」に、「 410,873千円」を「 333,112千円」に、「 136,729千円」を

「124,043千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

   （科  目）     （既決予定額）   （補正予定額）   （計） 

   収  入 

 第１款 資本的収入     1,271,128千円     △2,444千円  1,268,684千円 

第１項 企業債       854,900千円     △8,000千円    846,900千円 

第２項 出資金       325,176千円         △44千円    325,132千円 

第４項 負担金        34,500千円        5,600千円     40,100千円 

   支  出 

 第１款 資本的支出     2,518,832千円      △3,213千円  2,515,619千円 

  第１項 建設改良費    1,550,062千円      △3,213千円  1,546,849千円 

（企業債） 

第５条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。 

起債の目的 
限 度 額 （千円） 

補 正 前 補 正 後 

配水施設整備事業 760,300  752,300  

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第６条 予算第９条第１号中「250,302千円」を「243,020千円」に改める。 

（他会計からの補助金） 

第７条 予算第10条中「651,568千円」を「651,956千円」に改める。 



        
令 和 ２ 年 度     

奥州市水道事業会計補正予算（第１号）に関する説明書      



（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 水道事業収益 3,453,508 4,936 3,458,444

２ 営 業 外 収 益 975,183 4,629 979,812

２ 他 会 計 補 助 金 650,481 388 650,869

５ 雑 収 益 60,312 4,241 64,553

３ 特 別 利 益 1,090 307 1,397

２ 過年度損益修正益 1 307 308

（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 水道事業費用 3,320,848 △ 11,210 3,309,638

１ 営 業 費 用 3,000,420 △ 1,555 2,998,865

１ 原水及び浄水費 897,240 △ 12,795 884,445

２ 配水及び給水費 567,649 12,741 580,390

４ 総 係 費 240,322 △ 2,656 237,666

６ 資 産 減 耗 費 25,319 1,155 26,474

２ 営 業 外 費 用 297,358 △ 9,963 287,395

１
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

257,512 △ 9,963 247,549

３ 特 別 損 失 20,870 308 21,178

３ 過年度損益修正損 782 308 1,090

（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 資 本 的 収 入 1,271,128 △ 2,444 1,268,684

１ 企 業 債 854,900 △ 8,000 846,900

１ 企 業 債 854,900 △ 8,000 846,900

２ 出 資 金 325,176 △ 44 325,132

１ 他 会 計 出 資 金 325,176 △ 44 325,132

４ 負 担 金 34,500 5,600 40,100

１ 工 事 負 担 金 34,500 5,600 40,100

（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 資 本 的 支 出 2,518,832 △ 3,213 2,515,619

１ 建 設 改 良 費 1,550,062 △ 3,213 1,546,849

２ 建 設 改 良 費 1,278,546 △ 2,467 1,276,079

３ 拡 張 事 業 費 216,443 △ 746 215,697

令和２年度奥州市水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

収益的収入及び支出
収　　　入

款 項

款

資本的収入及び支出

目

収　　　入

款 項 目

支　　　出

目項

支　　　出

款 項 目
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(単位：円）

既決予定額 補正予定額 計

78,353,345 △ 15,965,990 62,387,355

1,269,838,000 0 1,269,838,000

25,316,000 0 25,316,000

△ 245,286 △ 322,011 △ 567,297

△ 263,225,000 0 △ 263,225,000

△ 1,163,000 0 △ 1,163,000

257,512,000 △ 9,963,000 247,549,000

△ 30,339,639 △ 154,085,555 △ 184,425,194

14,922,340 △ 96,262,953 △ 81,340,613

8,330,000 0 8,330,000

　　　その他流動資産の増減額（△は増加） 0 3,985,445 3,985,445

△ 329,000 3,603,668 3,274,668

1,358,969,760 △ 269,010,396 1,089,959,364

1,163,000 0 1,163,000

△ 257,512,000 9,963,000 △ 247,549,000

1,102,620,760 △ 259,047,396 843,573,364

△ 1,416,129,073 △ 596,669,326 △ 2,012,798,399

2,000 0 2,000

91,051,000 33,824,455 124,875,455

△ 1,325,076,073 △ 562,844,871 △ 1,887,920,944

200,000,000 0 200,000,000

△ 200,000,000 0 △ 200,000,000

854,900,000 767,700,000 1,622,600,000

　　　建設改良等企業債の償還による支出 △ 968,770,000 0 △ 968,770,000

374,919,400 △ 39,890,969 335,028,431

261,049,400 727,809,031 988,858,431

38,594,087 △ 94,083,236 △ 55,489,149

1,574,184,315 151,318,802 1,725,503,117

1,612,778,402 57,235,566 1,670,013,968

　　　引当金の増減額（△は減少）

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　業務活動による未収金の増減額（△は増加）

　　　業務活動による未払金の増減額（△は減少）

　　　たな卸資産の増減額（△は増加）

　　　その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　受取利息及び受取配当金

　　　支払利息及び企業債取扱諸費

　　　小計

　　　利息及び配当金の受取額

　　　利息の支払額

令和２年度奥州市水道事業補正予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出

　　　固定資産の売却による収入

　　　国庫補助金等による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　資金期末残高

区　　　　分

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　一時借入れによる収入

　　　一時借入金の返済による支出

　　　建設改良等企業債による収入

　　　一般会計からの出資による収入

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　　長期前受金戻入額

　　　減価償却費

　　　固定資産除却費
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特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

21
（9）
27

189 113,950 91,134 205,273 37,747 243,020

21
（9）
27

189 116,193 93,450 209,832 40,470 250,302

0
（0）
0

0 △ 2,243 △ 2,316 △ 4,559 △ 2,723 △ 7,282

住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,656 2,494 589 14,641 557 0

補 正 前 1,704 2,744 600 14,641 557 0

比　　較 △ 48 △ 250 △ 11 0 0 0

管理職特勤手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 退職手当負担金 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 26,720 17,672 1,963 18,025 91,134

補 正 前 0 28,025 18,883 1,873 18,660 93,450

比　　較 0 △ 1,305 △ 1,211 90 △ 635 △ 2,316

　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

21
（1）
27

189 108,191 88,932 197,312 36,318 233,630

21
（1）
27

189 110,434 91,248 201,871 39,041 240,912

 0
（0）
0

0 △ 2,243 △ 2,316 △ 4,559 △ 2,723 △ 7,282

住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 宿日直手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,656 2,248 589 13,909 557 0

補 正 前 1,704 2,498 600 13,909 557 0

比　　較 △ 48 △ 250 △ 11 0 0 0

管理職特勤手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 退職手当負担金 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 25,496 17,672 1,963 18,025 88,932

補 正 前 0 26,801 18,883 1,873 18,660 91,248

比　　較 0 △ 1,305 △ 1,211 90 △ 635 △ 2,316

備考　（　）内は「短時間勤務職員」又は「会計年度任用の職を占める職であって、その一週間当たりの通常の時間数
　　が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員」の合計。

4,650

5,706

補正後

補正前

比 較

法定福利費 合　計

給　与　費　明　細　書

１　総　括

職員数 給　　　　　　与　　　　　　費

区　　分

給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　計

1,056

（千円）

管理職手当

1,113

扶養手当

（千円）

手
当
の
内
訳

区　　分

区　　分

△ 2

1,113

1,111

区　　分

職員数

△ 2

補正後

補正前

比 較

備考　（　）内は短時間勤務職員。

手
当
の
内
訳

区　　分
扶養手当

（千円）

5,706

4,650

1,056

区　　分
管理職手当

（千円）

1,111
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　イ　会計年度任用職員

報　　酬 給　　料 手　　当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 5,759 2,202 7,961 1,429 9,390

0 5,759 2,202 7,961 1,429 9,390

0 0 0 0 0 0

特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 宿日直手当 期末手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 732 0 0 1,224 2,202

補 正 前 0 732 0 0 1,224 2,202

比　　較 0 0 0 0 0 0

２　給料及び手当の増減額の明細

1,056

△ 48

△ 250

△ 11

△ 2

△ 1,305

△ 1,211

90

△ 635
備考　この表は、会計年度任用職員にかかる給与費を含む。

給　　料 △ 2,243
 その他の
 増減分

△ 2,243 採用・退職・異動等による。

勤勉手当

期末手当

扶養手当

住居手当

採用・退職・異動等による。

備考
（千円） （千円） （千円）

0

区　　分
増減額 増減事由別内訳 説明

手
当
の
内
訳

区　　分
通勤手当

（千円）

246

246

合　計
一般職

（人）

補正後
（8）

区　　分

職員数 給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費

補正前
（8）

比 較
（0）

備考　（　）内は、会計年度任用の職を占める職であって、その一週間当たりの通常の時間数が常時勤務を要する職を
　　占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員。

手　　当
 その他の
 増減分

△ 2,316 △ 2,316

退職手当負担金

通勤手当

管理職手当

特殊勤務手当

寒冷地手当
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３　給料及び手当の状況（会計年度任用職員を除く）

　(1) 職員１人当たり給与

　(2) 初　任　給

高　校　卒

大　学　卒

　(3) 級別職員数

級 構成比（％）

（　-　）
7.4

（100.0）
18.5

（　-　）
18.5

（　-　）
33.4

（　-　）
14.8

（　-　）
3.7

（　-　）
3.7

（100.0）
100.0

（　-　）
3.7

（100.0）
18.5

（　-　）
14.8

（　-　）
37.1

（　-　）
14.8

（　-　）
7.4

（　-　）
3.7

（100.0）
100.0

備考　（　）内は、短時間勤務職員。

計

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

151,900

計

１級

２級

３級

173,200

4

４級

27

区　　　　　　　　分

５級

６級

７級

行　　政　　職

317,874

371,263

42歳９月

331,507

151,900

173,200

令和２年10月１日現在

令和２年１月１日現在 433,004

43歳３月

（　-　）

区　　　分 行 政 職（円）
一般会計の制度

行 政 職（円）

（　1　）

行　　政　　職

（　-　）
1

（　-　）
1

（　-　）
9

（　-　）

６級

７級

令和２年10月１日現在

1

令和２年１月１日現在

（　-　）
1

4

（　1　）
5

（　-　）
4

（　1　）
27

（　-　）

（　-　）
2

（　-　）
10

１級

２級

３級

区　　分
職員数（人）

（　-　）
2

（　1　）

４級

５級

5

（　-　）
5
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　（級別の基準となる職務）

　(4) 昇　　給

　(5) 特殊勤務手当

　(6) 期末・勤勉手当

備考　（　）内は、再任用職員の標準的な支給率。

（Ｂ）

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

2,372

水道業務手当

71.4

（％）

（％）

（円）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（令和２年10月１日現在）

支給対象職員１人当たり平均支給月額

0.53

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区　　　　　分 行　　　政　　　職

補

正

後

補

正

前 （人）８号給

２号給

４号給

６号給

（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数

25

（人）

92.6

４号給

６号給

27

区　分 １　級 ２　級

行 政 職
主　　事

技　　師

主　　事

技　　師

区　　　　　分

（Ａ）（人）

（％）

（人）

（人）

８号給

（人）

（人）

比　　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

号 級 数 別 内 訳

３　級 ４　級

（人） 25

27

行　　　政　　　職

（Ａ）

５　級

主　　任

主任技師

係　　長
主　　査
上席主任

上席主任技師

課長補佐

副 主 幹

６　級 ７　級

課　　長

主　　幹

部　　長

参　　事

（人） 27

一般会計の制度
（1.175） （1.175） （2.35）

備　考
級 等 に よ る 加 算 措 置

有

支給率計
区　　分

６月（月分） 12月（月分）

支給期別支給率

（月分）

職制上の段階、職務の

有
2.225 2.225 4.45

補　　正　　前

補　　正　　後

2.225 2.225 4.45

27

100.0

号 級 数 別 内 訳

職 員 数

（1.175） （1.175） （2.35）

2.225 2.225 4.45

（1.175） （1.175） （2.35）
有

比　　　率　　（Ｂ）／（Ａ） （％）

（Ｂ）（人）

２号給 （人）
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　(7) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　(8) その他の手当

支 給 率 等

扶 養 手 当

住 居 手 当 同　　　じ

区　　　分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

同　　　じ

24.586875 33.27075 47.709

定年前早期
退職特例措置

（２%～45%加算）

定年前早期
退職特例措置

（２%～45%加算）
24.586875 33.27075 47.709 47.709

者（月分） 者（月分） （月分）
備　考

通 勤 手 当 同　　　じ

47.709

一般会計の制度
（支給率等）

区　　分
20年勤続の

者（月分）

最高限度 そ の 他 の
加算措置等

25年勤続の 35年勤続の
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（単位：円）

１　固 定 資 産

(1) 

ア 553,069,891

イ 748,147,157

△386,531,622 361,615,535

ウ 45,134,904,151

△16,086,444,245 29,048,459,906

エ 6,765,064,993

△3,956,823,884 2,808,241,109

オ 37,081,891

△32,784,506 4,297,385

カ 288,747,295

△224,210,774 64,536,521

キ 789,267,180

33,629,487,527

(2) 

ア 96,300

イ 1,009,641

1,105,941

(3) 

ア 0

0

33,630,593,468

２　流 動 資 産

(1) 1,670,013,968

(2) 893,025,123

△5,382,978 887,642,145

(3) 16,504,700

(4) 2,000,000

2,576,160,813

３　繰 延 勘 定

(1) 0

0

36,206,754,281

繰 延 勘 定 合 計

資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

開 発 費

車 両 及 び 運 搬 具

無 形 固 定 資 産

貯 蔵 品

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

未 収 金

投資その他の資産合計

減 価 償 却 累 計 額

資　　産　　の　　部

流 動 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 物

構 築 物

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

令和２年度奥州市水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月31日）

有 形 固 定 資 産

土 地

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額
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（単位：円）

４　固 定 負 債

(1) 

ア 14,275,436,606

14,275,436,606

(2) 

ア 125,069,076

125,069,076

14,400,505,682

５　流 動 負 債

(1) 

ア 976,577,403

976,577,403

(2) 363,153,540

(3) 

ア 14,965,856

イ 2,929,077

17,894,933

(4) 118,469,598

1,476,095,474

６　繰 延 収 益

(1) 

ア 56,404,389

△50,833,044 5,571,345

イ 849,779,279

△417,901,022 431,878,257

ウ 5,921,264,610

△1,748,978,073 4,172,286,537

エ 70,488,694

△23,415,676 47,073,018

オ 3,489,148,229

△1,499,941,604 1,989,206,625

カ 52,226,350

△34,045,372 18,180,978

キ 55,835,280

△49,106,800 6,728,480

6,670,925,240

6,670,925,240

22,547,526,396

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 資 本 剰 余 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

工 事 負 担 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

一 般 会 計 繰 入 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建 設 改 良 等 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

企 業 債 合 計

負　　債　　の　　部

企 業 債

建 設 改 良 等 企 業 債
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（単位：円）

７　資 本 金 12,126,711,236

８　剰 余 金

(1) 

ア 8,000

イ 35,751,841

ウ 44,991,184

エ 21,011,839

オ 5,417,389

カ 19,074,215

126,254,468

(2) 

ア 63,474,826

イ 351,000,000

ウ 712,900,000

エ 126,500,000

オ 152,387,355

1,406,262,181

1,532,516,649

13,659,227,885

36,206,754,281

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

庁 舎 建 設 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資　　本　　の　　部

資 本 剰 余 金

一 般 会 計 繰 入 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

寄 附 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計
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注記（令和２年度） 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品  個別法による原価法によっている。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産 

・ 減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については、取替法による。） 

・ 主な耐用年数 

建物        ９～50年 

構築物       10～60年 

機械及び装置    ６～20年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

  イ 無形固定資産 

   ・ 減価償却の方法 定額法 

   ・ 主な耐用年数 

     電話加入権     20年 

施設利用権     45年 

(3) 引当金の計上方法 

 ア 退職給付引当金 

職員は、退職時に一般会計に異動して退職し、退職手当の全額が一般会計の負担

となっていることから、退職給付引当金を計上していない。 

イ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額（ 12月から３月までの４か月分）を計上して

いる。 

ウ 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に

おける支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額（ 12月から３月までの４か

月分）を計上している。 

エ 修繕引当金 

  会計基準改定前に計上していた修繕引当金を計上している。 

オ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を

計上している。 

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

 (1) 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
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償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は3,308,557,937円

である。 

 (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し 

令和２年６月に、令和元年12月分から令和２年３月分の負担に係る期末手当及び勤

勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費を支出するため、賞与引当金15,050,437

円及び法定福利費引当金2,941,923円を取り崩す。 

(3) 貸倒引当金の取崩し 

  令和２年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金1,447,286

円を取り崩す。 

 

３ その他の注記 

  新会計基準移行に係る経過措置 

 (1) 修繕引当金に関する経過措置 

   平成26年３月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により

取り崩すこととする。 



        
令 和 ２ 年 度     

奥州市水道事業会計補正予算（第１号）に関する説明資料       



収　　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　　　　考

１款　水道事業収益 3,453,508 4,936 3,458,444

２項　営業外収益 975,183 4,629 979,812

２目　他会計補助金 650,481 388 650,869

１節　他会計補助金 650,481 388 650,869 総務省通知繰出基準の改正等による増

５目　雑収益 60,312 4,241 64,553

２節　その他雑収益 60,312 4,241 64,553 下水道使用料等徴収事務の見込による増

３項　特別利益 1,090 307 1,397

２目　過年度損益修正益 1 307 308

１節　過年度損益修正益 1 307 308 執行見込による増

支　　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　　　　考

１款　水道事業費用 3,320,848 △11,210 3,309,638

１項　営業費用 3,000,420 △1,555 2,998,865

１目　原水及び浄水費 897,240 △12,795 884,445

18節　委託料 99,140 △1,067 98,073 流量計点検等の見込による減

21節　修繕費 47,058 △10,846 36,212 ポンプ分解整備等の見込による減

26節　薬品費 4,286 △882 3,404 執行見込による減

２目　配水及び給水費 567,649 12,741 580,390

１節　給料 68,962 △1,462 67,500 人事異動に伴う補正

２節　手当 48,981 △583 48,398 人事異動に伴う補正

３節　賞与引当金繰入額 8,827 △48 8,779 人事異動に伴う補正

６節　法定福利費 22,981 △1,995 20,986 人事異動に伴う補正

７節　法定福利費引当金繰入額 1,722 △7 1,715 人事異動に伴う補正

18節　委託料 165,625 △15,045 150,580 配水池点検等の見込による減

21節　修繕費 187,322 31,911 219,233 漏水修繕及び施設修繕等の見込による増

36節　会費負担金 397 △30 367 人事異動に伴う補正

４目　総係費 240,322 △2,656 237,666

１節　給料 35,281 △781 34,500 人事異動に伴う補正

２節　手当 20,192 △987 19,205 人事異動に伴う補正

３節　賞与引当金繰入額 4,721 △228 4,493 人事異動に伴う補正

６節　法定福利費 10,823 △772 10,051 人事異動に伴う補正

７節　法定福利費引当金繰入額 926 △43 883 人事異動に伴う補正

18節　委託料 137,599 52 137,651 執行見込による増

19節　手数料 11,701 110 11,811 執行見込による増

36節　会費負担金 1,215 △7 1,208 人事異動に伴う補正

６目　資産減耗費 25,319 1,155 26,474

44節　固定資産除却費 25,318 1,155 26,473 旧導水管の撤去による増

２項　営業外費用 297,358 △9,963 287,395

１目　支払利息及び企業債取扱諸費 257,512 △9,963 247,549

48節　企業債利息 257,511 △9,963 247,548 借入額及び利率の確定による減

３項　特別損失 20,870 308 21,178

３目　過年度損益修正損 782 308 1,090

59節　過年度損益修正損 700 308 1,008 執行見込による増

科　　　　目

令和２年度奥州市水道事業会計補正予算（第１号）説明資料

収益的収入及び支出

科　　　　目
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収　　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　　　　考

１款　資本的収入 1,271,128 △2,444 1,268,684

１項　企業債 854,900 △8,000 846,900

１目　企業債 854,900 △8,000 846,900

１節　建設改良等企業債 854,900 △8,000 846,900 起債充当事業費の減

２項　出資金 325,176 △44 325,132

１目　他会計出資金 325,176 △44 325,132

１節　一般会計出資金 325,176 △44 325,132 借入額及び利率の確定による減

４項　負担金 34,500 5,600 40,100

１目　工事負担金 34,500 5,600 40,100

１節　工事負担金 34,500 5,600 40,100 補償対象事業費の増

支　　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　　　　考

１款　資本的支出 2,518,832 △3,213 2,515,619

１項　建設改良費 1,550,062 △3,213 1,546,849

２目　建設改良費 1,278,546 △2,467 1,276,079

18節　委託料 94,016 △19,810 74,206 事業内容再精査による減

28節　請負費 1,168,660 17,613 1,186,273 事業内容再精査による増

66節　用地取得費 870 △270 600 執行見込による減

３目　拡張事業費 216,443 △746 215,697

２節　手当 10,729 △470 10,259 人事異動に伴う補正

６節　法定福利費 4,202 △271 3,931 人事異動に伴う補正

18節　委託料 31,000 △4,000 27,000 事業内容再精査による減

28節　請負費 158,525 4,000 162,525 事業内容再精査による増

30節　負担金 69 △5 64 人事異動に伴う補正

科　　　　目

資本的収入及び支出

科　　　　目
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